
４ 地方税財政制度の課題 

 ○ 以上、身近な行政サービスの現状と制度面・財源面の制約について検

証し、地方税財政制度の改革によって、住民生活がどのように変わるの

か、今よりも良くなるのかという視点から検討を進めてきた。  

 

 ○ そうした中で、住民生活の視点から、現行の行政サービスについての

課題を、次のように整理した。  

① 制度の複雑さ  

  県の施策･事業を例示しながら論議を進める中で、最も多く感じられ

るのが、仕組みが複雑で住民にとって制度がよく分からないというこ

とである。特に、義務教育を取り巻く施策や介護保険のような事業は、

国、都道府県、市町村の間で制度や財源の流れが複雑に入り組んでお

り、納税者である住民にとっては非常に分かりづらいものとなってい

た。  

  住民の視点から見れば、納めた税金が住民にとって分かりやすい形

で使われることが理想であり、簡素な仕組みとそれに沿った財源の流

れの見直しが必要であると考える。  

 

② 地域の実態に沿ったサービスの提供  

国が制度や財源で関与している施策・事業では、全国一律の基準に

よりサービスが提供されていることや、国が採択する優先順位で施

策・事業が行われることがあることから、地域の実態に沿ったサービ

スが提供されていないという問題がある。同じ施策･事業であっても、

地域によって、求められるサービスの内容や質は異なることから、地

域のニーズに即したサービスを提供する必要がある。  

 

③ 住民ニーズに対する行政の縦割りな対応  

住民ニーズへの行政の縦割り的な対応については、昔からよく言わ

れることである。このことは、行政の仕事が、法律や財源を中心に組

織が出来上がっていることによるものと考えられる。  

現実の住民生活においては、高齢者を例に見てみると、介護保険、

高齢者施設、障害者施策、生活保護、住宅といった具合に、様々な分

野のサービスを必要としており、これらのサービスを一体とした総合

的なサービスの提供が求められている。  
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したがって、住民生活の視点に立って、状況に応じた部局横断的な

対応が図られるよう、制度や財源についてばかりでなく、組織も含め

た見直しが必要であると考える。  

 

④ 苦情や問題に対するスピーディーな対応  

  専門部会の論議の中で、苦情などに対して行政の対応に時間がかか

るという課題が挙げられた。この原因としては、制度が法律などで決

められていて容易に変更できず、地域の実情に即していないといった

ことや、サービスを提供している地方自治体では、国の指導に従って

運用しているに過ぎず、独自で判断することができないといったこと

が考えられる。  

  住民から見れば、苦情や問題に対してスピーディーな対応ができる

よう、実際にサービスを提供する地方自治体が、独自の裁量や判断を

下すことが容易になるよう、制度の見直しを行う必要があると考える。 

 

⑤ 手続き、相談、情報の一元化  

現在の行政サービスにおいては、国、都道府県、市町村のどこが実

施しているサービスなのか。また、県の中でも、どこが担当している

ものなのか非常に分かりにくい仕組みとなっている。  

また、申請、相談、情報の入手などの用件が多岐にわたる場合、一

箇所では用が済まず、それぞれの担当課へ出向かなければならないな

ど、非常に手間がかかる。  

こうした問題を解消するためには、簡素な行政サービスの仕組みに

改める必要があり、また、前述の部局横断的な対応を図っていく必要

があると考える。  

 

 ○ 以上のような課題に対応し、今後、よりよい行政サービスを提供して

いくためには、行政サービスの主な実施主体であり、住民に身近な地方

自治体が、地域のニーズに即したサービスを展開していくことが望まし

く、そのためには、地方自治体が独自の判断で施策・事業を行えるよう、

国から地方へ権限と財源を移譲していく必要がある。  

 

 

○ また、地方自治体においては、「地方税財政制度の改革」により、国か
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ら地方に権限と財源が移転し、地方の裁量権が拡大することになったな

らば、地域の実情に目を向け、住民の声を十分に聞いて、地域の実態に

即した行政サービスを実施するよう、最善の努力をする必要がある。  

  なお、地方自治体が独自の判断で施策・事業を実施する場合にあって

も、国から地方へ権限を移譲したことにより、安全性やサービスの質の

低下が起きたということがないよう、十分に配慮する必要がある。  

 

 



５ 今後の地方税財政制度の方向性  
 (1) あるべき地方税財政制度の方向性 

  ア 住民にとっての受益・負担関係の分かりやすさ 

  ○ 現在、住民に行政サービスを提供している多くの施策・事業は、

地方自治体が実施主体となっている。しかしながら、その施策・事

業の裏付けとなる財源は、多くの自治体の場合、国からの国庫補助

負担金や地方交付税に頼らざるを得ないのが現状である。  
 

○ このように、国が法令等で規制している施策・事業にあっては、

行政サービスは地方自治体が担い、財源は国が徴収した国税によっ

てという形では、受益と負担の関係が見えにくく、納税者意識のさ

らなる高揚が期待しにくい構造となっている。  
 

○ 本来、自分が納めた税が、行政サービスとして自分に返ってくる

という受益と負担の関係が分かりやすいことが望ましく、そうする

ことによって、税の使われ方をチェックするという納税者の意識も

高まり、健全な地方自治が構築できるものと思われる。  
 

○ したがって、受益と負担の関係を明確化させるためには、行政サ

ービスの裏付けとなる財源は自前で確保することが最も適切であり、

そうした観点から、国から地方に抜本的に税源を移譲することが不

可欠と考える。  
 
 イ 厳しい財政状況の下での施策・事業の選択  

○ 高度経済成長期のように、税収が右肩上がりのように拡大するこ

とは、今後、考えづらい。また、少子・高齢化が急速に進行する中

にあっては、福祉・医療等のように義務的に支出しなければならな

い事業が一層多くなる現状においては、「あれもこれも」という施

策・事業の実施は困難となっている。今後は、効率的な事務運営を

前提としながらも、多岐にわたる住民ニーズの中から、「あれかこれ

か」という選択をしなければならない時代になってくる。  
 
○ しかしながら、地方自治体が施策・事業を選択する場合、現在の

国と地方の仕組みの下では､国の関与が強く、地方自治体が独自に判

断し、地域事情に沿って、事業の優先順位を決めにくい状況がある。  
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○ そこで、「地方税財政制度の改革」により財源と権限を地方に移譲

し、地方自治体が自らの支出を自らの権限、責任、財源で賄う割合

を増やし、住民の声を聞き、真に住民が必要とする行政サービスを、

地方自治体自らの責任と判断で自主的、効率的に選択するという裁

量の余地を拡大する必要がある。  
 

○ このことによって、真の地方分権の実現が可能となり、地域の行

政ニーズに即した住民本位の施策・事業の展開が行えるようになる

ものと考える。  
 

 ウ 全国一律の基準の見直し  
○ 地方自治体が施策・事業を展開する場合、国から「財源面」、「制

度面」の制約を受けていることは、前述のとおりである。法律や国

庫補助負担金制度によって、行政サービスの基準が定められている

事業の場合には、都市圏の自治体も、地方圏の自治体も基本的には

全国一律であることから、それぞれの地域の実態に即した行政水準

とはなっておらず、地域に即した行政サービスとは自ずと差が生じ

ている。  
 

○ 住民が、よりよい行政サービスを受けるためには、全国一律の基

準の適用を取り止め、地域の実態に即した、それぞれの地域性を十

分に踏まえた行政サービスの実施を望むところである。そのために

は、国の「財源面」、「制度面」からの制約を廃止・縮小し、国から

地方へ、財源と権限を移譲することが必要であると考える。それに

より、効率的で無駄のない行政サービスの実施が可能になるものと

思われる。  
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 (2) 地方自治体運営のあるべき方向性 

 国と地方との関係において、住民生活の視点から、あるべき地方税財

政制度の方向性とは何かについて、これまで触れてきた。  
 しかし、住民生活が向上するためには、国から権限と財源が移譲され

れば全て解決するのであろうか。実際にサービスを提供する地方自治体

の側にも課題がある。その点について、地方自治体運営の視点から、次

のように、あるべき方向性をとりまとめた。  
 
ア 住民参加による新たな施策づくり  

○ これまで、制度や財源の面で国の関与が強かった施策・事業を実

施する場合、その立案から実施方法に至るまで、細部にわたって国

の指示や指導を受けており、住民が望む地域の実情に即した施策・

事業とは隔たりがあったと言わざるを得ない。  
 
○ 地方税財政制度の改革が進んだとしても、地方自治体が仕事の進

め方を見直し、地域の実情を十分に把握した施策を作り上げなけれ

ば、国と地方の単なる財源・権限の争いに終わり、住民にとって何

のプラスにもならない改革になってしまう。  
 
○ そこで、地方自治体が、地域の実情に即した新たな施策を進める

際には、十分に地域住民の声を聞き、その声を反映した基準づくり

を望むものである。  
 
○ また、施策・事業の基準づくりのみならず、施策・事業の計画、

立案、実施、評価の各段階において、住民の意見が十分に反映され

るような住民参加のシステムを新たに構築する必要がある。  
 

イ 縦割り組織の見直し  
○ 地方自治体の行政組織は、国の省庁との関係を基本に、法律や制

度等から成り立ってきたものであるため、高齢者一人に行政サービ

スを提供するにしても、一本の河川の対策にしても、様々な制度や

法律が絡みあい、それに伴って様々な組織で行政サービスを提供し

ている。  
 
○ このことは、住民からすれば、行政サービスの内容が複雑となり、

－54－ 



また、サービスを受けるための申請行為等も煩雑となっている。  
 
○ 住民生活の視点から見た望ましい行政サービスとは、人が生まれ

てから死ぬまでのライフサイクルの中で、それぞれのステージに即

した行政サービスを一体的に受けることである。河川に関わる施策

などでは、上流や下流、環境や農業などにかかわらず、一体的に対

策を講じることであり、そうするためには、既存の行政組織を見直

し、横断的な取組ができるような組織対応が必要である。  
 
○ また、地域の実態に即し、よりよい行政サービスの提供を行うた

めには、地方自治体職員自らが不断の努力を行い、創意、工夫によ

り、住民に理解されるような事業を行う、意識変革に是非とも努め

ていただく必要がある。決して、各自治体に、いわゆる「ミニ霞ヶ

関」を作るようなことは断じて無いようにしていただきたい。  
 

ウ 施策・事業に必要な財源の確保  
○ 権限と財源が国から地方へ移譲され、地方自治体の裁量によって

施策・事業の実施を決定する場合において、住民生活の面で懸念さ

れるのが財源の分配及び確保である。  
 
○ 地方自治体の裁量で施策・事業が判断、決定されることは、地域

のニーズに即した効率的な行政サービスの提供が行え、住民生活の

向上が図られるというメリットは十分に理解できる。  
 
○ しかしながら、その一方で、地方自治体の判断、決定が住民の意

に沿わないものであった場合は、今までどおり、国が管轄していた

方がサービスの質が良かったということにもなりかねない。  
 
○ 地方自治体が独自の判断で施策・事業を決定することを求めるな

らば、これまでの価値基準や仕事の進め方を見直し、まず、地域で

必要としているニーズは何かを住民と十分に論議する必要がある。

住民にとって、真に必要とする施策・事業については、きちんと財

源を確保するとともに、行政改革が必要だからと言って、何ら工夫

もしないまま、安易な効率化を行うことは住民にとって何のプラス

にもならない。  
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  そういった意味で、地域住民が施策・事業をチェックする「モニ

タリング制度」なども有効と考えられる。  
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 (3) 検討において残された課題 

   県の具体的な事例を用いながら、住民生活の視点に立ったあるべき地

方税財政制度の方向性をまとめてきたが、検討の過程において課題とし

て挙げられ、なおかつ、時間の制約や内容の複雑さなどから、今後、検

討することが必要である項目について、次のとおりまとめた。  
 

ア 国・都道府県・市町村のあるべき姿  
○ 専門部会の論議では、「地方税財政制度の改革」により、主に国と

地方の関係について検討を進めてきたが、その一方で、行政サービ

スの主な提供主体である市町村と、市町村行政を広域的に調整する

都道府県との間で、「地方税財政制度の改革」が必要となってくる。 
 
 ○ このことは、国・都道府県・市町村の役割分担を十分に論議し、

その結果としてのあるべき姿を検討していく必要がある。  
 
イ 自主財源の確保  
 ○ これまでの検討は､国から地方へ権限と財源を移譲すると、住民生

活にどのような影響が及ぶのか、という視点から論議を進めてきた。 
 
 ○ しかしながら、地方自治体の財源を確保する手段は、税源移譲だ

けではない。地域住民と十分に論議し、課税自主権を活用して、新

たな財源の確保を模索することも必要である。  
 
ウ 税源移譲における具体的な税目の検討  
 ○ これまで、施策・事業に必要な財源が税源移譲により確保された

らという前提で論議を進めてきた。  
 
 ○ しかしながら、税源移譲される税目によっては、必要とされる財

源が確保されるのか。また、それぞれの税の性格を踏まえると、税

源移譲することが相応しいのかといった点について、今後、検討し

ていく必要がある。  
 
 
エ 地方自治体間における財政調整のあり方  
 ○ 国における三位一体改革の中でも大きな課題となっている地方自
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治体間の財源調整については、税源移譲をすると財源が都市圏に集

中し、地方圏に比べて都市圏の方が潤うということが言われている。 
 

○ しかしながら、その一方で、都市圏には人口が集中し、教育や福

祉、環境といったサービスにお金がかかることも事実である。  
 
○ この収支のバランスを保つためには、一つの地方自治体だけで解

決することは非常に困難であり、地方自治体間の財政を調整する何

某かの手当てをしていく必要がある。  
 
○ そこで、それぞれの地方自治体の財政状況に十分留意した新たな

財源調整のあり方を検討していく必要がある。  
 
 
このような課題については、住民生活の視点に立った検討だけでは整

理できるものではなく、専門的な見地からの検討が必要である。そこで、

残された課題については、今後、地方税制等研究会からの助言を得なが

ら、さらなる検討を進めていく必要があることを申し添えておきたい。  
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（ 参 考 資 料 ） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 本資料は、専門部会の論議の題材として活用したものを、参考ま

でに掲載するものである。 

 
 












































